
 

組  合  規  約 
 
第１章   総   則 

 
第 1条（目  的） 

本組合は、町田市内（隣接地区）の印刷業および印刷関連業者で組織し、会 

員相互の親睦を図るとともに、印刷に関連する中小企業者の印刷技術の向上 

とその改善発達を促進し、公正なる印刷料金の資料と、その経営の安定および 

合理化を図ることを目的とする。 

 

第 2 条（名称および事務局） 

  本組合は、町田市印刷工業組合と称する。その略称を「町印工」といい、事 

務局を組合長の所属する事業所におく。 

 

第 3 条（地  区） 

本組合の運営地域は、原則として「町田地区」および隣接地区とする。 

 

第 4 条（細則の制定） 

本規約に定めるもののほか、組合の組織･業務･運営に関し、必要な細則は 

役員会において定めることができる。 

 

第２章       業        務 

 
第 5条(業  務) 

        本組合は、第 1条の目的を達成するため、次の業務を行なう。 

         1.印刷に関する指導および教育。 

         2.印刷に関する情報または資料の収集および提供。 

         3.印刷に関する料金および調査研究。     

         4.組合員の福利厚生に関する業務。 

         5.共有財産の設置、維持管理に関する業務。 

6.組合員の慰安、娯楽等親睦に関する業務。 

7.公共団体・福利団体との協調・協力に関する業務。 

8.機関紙の刊行および組合員に必要な印刷物の頒布･配布に関する業務。 

9.その他、組合の目的を達成するための必要な諸業務。 

 

第 3章      組  合  員 

 
第 6条(組合員の資格) 

本組合の組合員たる資格を有する者は、町田市内および隣接地域において 

印刷業または印刷に関連する事業を営む代表者またはその代理人で、かつ、 

本組合の役員会において入会を承認された者とする。 

 

第 7 条（組合員の種別） 

本組合の組合員の種別は、「正組合員」・「賛助組合員」の 2種とする。 

 1.正組合員 

   町田市内および隣接する地域において、印刷業または印刷に関連す 

  る事業を営む者。 



 2.賛助組合員 

    印刷材料・印刷機器の販売を事業とする者および印刷に深くかかわ 

  りのある者で、本組合の規約および趣旨に賛同し、賛助組合員として 

  協力を申し出た者で、役員会が承認した者。 

 

第 8 条(入 会 金) 

本組合に正組合員および賛助組合員として入会しようとする者は、入会金 

として、5,000 円を納入しなければならない。 

 

第 9 条（組 合 費） 

本組合の組合員は，次の金額を通常組合費として当期 2月までに納入しな 

ければならない。 

 1.正組合員組合費   月額   2,000 円 

 2. 〃 （共済金）  月額    500 円 

 3.賛助組合員     月額   2,000 円 

支払い方法･‥年 1回 2月末日迄・年 2回 8月末日と 2月末日 

但し途中月入会はその月から期末までの請求額とする。 

 

第 10 条(相続加入) 

組合員が死亡し、その相続人が組合員たる資格を有している場合、自動的 

に相続人を組合員とする。 

 

第 11 条(脱  退) 

組合員は、あらかじめ組合に書面をもって通知した上で、脱退することが 

できる。この場合、退会月までの未納組合費は完納するものとする。ただし、 

共済全は貸付残高がない場合、払い込みの全額を払い戻す。 

 

第 12 条(除  名) 

当組合の名誉をいちじるしく傷つけた場合、または多大な損害を与えた場 

合、および組合費２年以上未納の場合は役員会に諮り出席役員の 3分の 2以 

上の同意を得て除名することができる。ただし、未納組合費および共済全の 

貸付残高は全額完納しなければならない。 

 

第 4章      役  員 
 

      第 13 条(役  員) 

         本組合に次の役員をおく。ただし、役員は正組合員の中から選出する。 

          1.組 合 長      1 名 

          2.副組合長     2 名 

          3.会  計     1 名 

          4.総  務     1 名 

          5.会計監査     2 名 

 

      第 14 条(役員の任期) 

         本組合の役員の任期は 2年とする。ただし、再任を妨げない。 

 

      第 15 条(三  役) 

         本組合を代表する正・副組合長、会計、総務を組合三役と呼称する。 

 

      第 16 条(役員の選出) 



           本組合の役員の選出は次の方法で行なう。 

            1.組合長は、原則として立候補制により総会において正組合員の選挙 

            により選出する。 

            2.副組合長は、組合長の推薦により選出し、総会において承認を受ける 

            ものとする。 

            3.会計、総務および会計監査は、組合長および副組合長の推薦により選 

            出し、定例会において承認を受けるものとする。 

      第 17 条(相 談 役) 

         当組合に相談役をおくことができる。相談役は、組合長経験者の仲から組 

        合長名にて委嘱する。 

 

      第 18 条(役員の職務) 

         1.組合長は、組合を代表し、組合業務を統括する。 

         2.副組合長は、組合長を補佐し、組合長に事故があるときは組合長の職 

          務を代行する。 

         3.会計は、本組合の経理全般を管掌する。 

         4.総務は、本組合の運営に関するすべてを管掌する。 

          5.会計監査は、本組合の財産および事務の執行状況を監査する。 

 

      第 19 条(役員の補選) 

         本組合の役員に欠員が生じ、三役会および役員会において、その必要を認 

        めた場合、第 13 条ならびに第 16 条の規定にもとづき補選をする。ただし、補 

        選された役員の任期は前任者の残存期間とする 

 

      第 20 条(役員年間活動費) 

         本組合は、役員年間活動費として次の金額を支給する。 

          組 合 長    3 万円 

          副組合長    1 万円 

          会  計    1 万円 

          総  務    1 万円 

          また、定例会への出席の都度、活動交通費として 1,000 円を支給する。 

 

第 5章      会  議 
 

      第 21 条(総  会) 

         総会は、本組合の最高議決機関で、定期総会と臨時総会の二種とする。定 

        期総会は、毎年 4月に招集し、臨時総会は、次の場合招集する。 

         1.役員会において臨時総会の開催を必要と認めた場合。 

         2.正組合員・賛助組合員の 2分の 1以上から、その会議の目的を示した 

         招集の請求を受けた場合。 

          3.会計監査から、招集の請求を受けた場合。 

 

      第 22 条(総会の招集) 

         総会の招集は、組合長がこれを招集する。特に緊急を要する場合を除き、 

        開催日の 7日前までにその日時・場所および付議事項を通知しなければなら 

        ない。 

 

      第 23 条(総会の付議事項) 

         総会は、次の事項を議決する。 

          1.事業報告 



          2.収支決算報告 

          3.事業計画 

          4.収支予算 

          5.その他付議された議題 

          6.役員会が特に必要と認めた重要議題 

 

      第 24 条(総会の成立および議決) 

         総会は、正組合員の 3分の 2以上(委任状を合む)の出席をもって成立し、 

        出席者の中から議長を選出する。総会の議決は、出席者の過半数でこれを決 

        し、可否同数の場合は、議長がこれを決する。 

 

      第 25 条(総会の議事録) 

         総会の議事録は、総務がこれを作成し、議長および出席した役員がこれに 

         署名するものとする。 

           議事録には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

            1.開会の日時および場所 

            2.出席者の数 

            3.委任状の数 

            4.議事の経過についての略記 

            5.議案別の結果(可決・否決・付記の別・賛否の議決権数) 

 

      第 26 条(定例会) 

         役員会は、組会長がこれを招集する。組合長に事故があるときは、副組合 

        長が代理招集する。 

         1.組合員はひつようがあると認めたときは随時組合員に対し、定例会を 

         招集すべきことを請求することができる。 

         2.前項の請求をした組合員は、同項の請求をした日から 7日以内に正当 

         な理由がないのに組会長が定例会招集の手続きをしないときは、自ら役 

         員会を招集することができる。 

 

      第 27 条(定例会の招集手続) 

         定例会の招集は、開催日 3日前までに日時・場所・義題を付し、組合員に 

        通知するものとする。ただし、組合員全員の同意があるときは、招集の手続 

        を省略することができる。 

 

      第 28 条(定例会の議事) 

         定例会は本規約にて定めるもののほか、総会に提出する議案・組合業務・ 

        組合運営の執行に関する事項を議決する。 

 

      第 29 条(定例会の議決定数) 

         定例会の議決に関する定数は、組合員の 4分の 3以上の出席を必要とし、 

        出席組合員 2分の 1以上でなければ議決することができない。 

 

第 30 条(専門部の配置) 

     専門部（総務・事業・厚生・広報）を配置、組合活動の充実を促進活動 

に伴い名刺に部署の記入が有効とみなし、全組合員に各部門への所属配置 

を行う。 

          

 

 



第 6章      会   計 
 

    第 31 条(事業年度) 

         本組合の事業年度は、毎年 4月 1日に始まり、翌年 3月 31 日に終わる。 

 

      第 32 条(剰余金の処理) 

         前条の規定により決算期において利益剰余金がある場合、翌事業年度に繰 

        越金として繰り越すものとする。 

 

第 7章   共 済 金 
 

   第 33 条(共済金の利用) 

      本組合の共済金は、入会後 5年を経過したときに利用する資格を得るもの 

        とする。 

          1.貸付最高額 30 万円まで 

          2.返済方法  貸付期間は基本的に 1年以内とし、返済は分割も可とする。 

          3.事務手数料  １回につき貸付金額の 2％を返済時に支払うものとする。 

 

第 8章   慶   弔 
 

   第 34 条(慶弔の種別) 

         本組合の慶弔は、次の通りとする。 

          1.結 婚  組合員の場合         1 万円 

          2.結 婚  家族(組合員の一子のみ)     1 万円 

          3.死 亡  組合員の場合    香典   3 万円   花輪 1 本 

          4.死 亡  家族(組合員の妻子および実父､実母)香典 1万円 花輪 1本 

          5.傷 病  組合員入院の場合(入院１週間以上)    見舞金 1万円 

          6.出生の場合(組合員の一子のみ)       1 万円 

          7.その他三役会にて協議し決定する。 

 

第 9章   付   則 
 

第 35 条(規約の制定) 

          本規約は、昭和 50 年 3 月 25 日に制定する。 

 

第 37 条(規約の発効) 

          本規約の発効は、昭和 50 年 4 月 1日より発効する。 

        昭和 51 年 4 月改定、昭和 56 年４月改定、昭和 61 年 4 月改定、平成 2年 4月 

         改定、平成８年４月改定、平成 9年 4月改定、平成 10 年 4 月改定、平成 11 年 

         4 月改定、平成 13 年 4 月改定、平成 22 年 4 月改定、平成 24 年 4 月改定 

 

                                                                        以上 

 

 

     


